
元 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）

単位

本 31 (26) 31 (26) 45 (40) 45 (40) 39 (34) 39 (34)

本 26 (26) 26 (26) 25 (25) 25 (25) 19 (19) 19 (19)

本 1 (0) 1 (0) 15 (15) 15 (15) 15 (15) 15 (15)

本 4 (0) 4 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0)

本 4 (0) 4 (0) 4 (0) 4 (0)

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

主管課名 市民課

関係課名 健康センター、社会福祉課

施策が目指す
すがた

・市民誰もが健康で文化的生活を送っています。
・国民健康保険などの医療保険制度が適切に運営され、保険制度の安定化が図られています。
・介護保険事業が健全に運営され、充実したサービスが提供されています。

令和

基本目標№ 3 基本目標名 健やかで笑顔あふれるまち

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

施策を実行す
るうえで基本と

なる事業

基本事業① 医療保険制度の健全化

基本事業② 介護保険サービスの健全化

基本事業③ 国民年金制度の周知・啓発

基本事業④ 生活保護制度の適正な運営

施策の成果向
上に向けての

住民と行政との
役割分担や地
域等への期待

など

市　　民
・

事 業 所

・健康に対する意識を高め、健康診査等を受診します。
・かかりつけ医をもつなど適正な医療受診に努めます。
・介護予防の意識を高め、自分がもっている能力の維持向上に努めます。
・高齢社会における各制度を理解し、負担の公平化に努めます。

行　　政
・健康、医療や介護に対する意識の高揚を図り、医療費・介護費の適正化に努めます。
・年金事務所と連携し、国民年金制度の周知・啓発に努め、社会負担の公平化に努めます。
・生活困窮者の実態把握に努め、自立に向けた助言指導を行います。

そ の 他
（地　　域）

30年度実績 元年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

施策の
トータルコスト

区　　分 27年度実績 28年度実績 29年度実績 29年度実績

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

3,962,788

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計 2,123 774 4,386,016 4,473,580 4,447,888 4,695,254

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 5,329,116 5,833,588 5,788,520 5,643,397 3,908,585

5,580,152 6,091,292 10,403,171 10,331,280 8,566,984 8,863,606

109

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 26,856 26,964 39,520 40,600 38,780 39,020

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 69 69 115 119 110

1,577

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計 228,026 212,260 209,377 203,987

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 248,913 256,930 609 2,043 1,134

効 率 性
指　　標

市民１人あたりにおける施策の
円 126,718 139,853 241,082

169,893

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 5,692,786 6,209,448 10,568,404 10,494,776 8,722,569 9,033,499

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 112,634 118,156 165,233 163,496 155,585

216,776
Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

3,693 4,077
Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

　同　　上
円 129,276 142,566 244,911 247,869 207,030

244,008 203,337 212,699
Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上
円 2,558 2,713 3,829 3,862

41,672魚津市の人口（各年度12月末時点） 43,555 43,152 42,706 42,340 42,132
参　　考

１時間あたりの平均人件費 4,382 4,181 4,111 4,027 4,012 4,354
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基本事業名 ①医療保険制度の健全化

基本事業の目的（意図） 国民健康保険における財政運営が適正に行われている。

令和元年度における
主な事業内容（活動内容）

【医療費適正化対策事業】
・医療機関から請求のあったレセプトを全件点検精査し、医療費の適正化に努めました。
【療養給付費等】
・国保被保険者の療養に要した保険給付費の支給及びレセプト審査を行いました。
【収納率向上】
・納税推進員を雇用し、きめ細やかな徴収体制の構築を図るとともに、窓口での口座振替手続きを実施して、利便性向上とその推奨
を図りました。
【特定健康診査事業】（再掲）
・生活習慣病の予防、早期発見のために特定健康診査を実施しました。また、未受診の方には、はがきによる案内や、民間事業者
へ依頼して電話による受診勧奨を行いました。
・健診結果から指導が必要と判定された方に特定保健指導を行いました。
【保健衛生普及事業】（再掲）
・医療費通知やジェネリック医薬品に置き換えた場合の差額通知を年４回送付し、適正な受診意識の啓発を行いました。また、国保
健康教室を希望者15名を対象に24回にわたり開催しました。
・特定健診未受診者への受診勧奨や糖尿病重症化予防のため、関係機関との検討会（H27設置）を開催し、情報交換や推進策の協
議を行いました。（ヘルスアップ事業）

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

H30年度 Ｒ元年度 R02年度
(最終目標年度)

国民健康保険被保険者１人当たり医療費の県内平均と
の比較

％ 109.4 106.2 106.2
104.0 103.0

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

94.0 94.3 94.6 95.0

93.8 93.6 94.0 94.9
国民健康保険税現年分収納率：（H29～独自設定） ％ ― 94.0 94.4

94.0

102.0 101.0 100.0

109.1 107.8 104.1 10月公表

１次評価結果

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料賦課事務 1,321,000 1,119,792 201,208 -

基本事業を構成する事務事業の実績（○：総合計画の主要事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和元年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税還付事務 4,500,000 3,188,300 1,311,700 - 税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料還付事務 594,000 568,300 25,700 -

税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税賦課調査事務 7,467,000 5,105,430 2,361,570 Ａ 税務課

市民課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険一般管理事業 18,698,000 16,531,314 2,166,686 Ａ 市民課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療広域連合納付金 1,165,072,087 1,164,973,506 98,581 -

税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料徴収事務 105,000 90,460 14,540 - 税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税徴収事務 2,541,000 2,150,022 390,978 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 医療費適正化対策事業費 9,432,000 7,215,640 2,216,360 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 趣旨普及費 415,000 266,126 148,874 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 運営協議会費 231,000 180,531 50,469 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 賦課徴収費 7,761,000 5,238,161 2,522,839 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 移送費 20,000 0 20,000 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 高額介護合算療養費 1,060,000 291,389 768,611 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 高額療養費等給付費等 380,538,000 341,190,441 39,347,559 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 療養給付費等 2,592,639,000 2,408,408,235 184,230,765 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 特定健康診査等事業費(施策24②再掲) (55,658,000) (51,108,694) (4,549,306) Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 出産費用資金貸付金 873,000 0 873,000 Ａ

市民課

国民健康保険事業特別会計 葬祭費 3,000,000 1,650,000 1,350,000 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 出産育児一時金 8,400,000 4,620,000 3,780,000 Ａ

市民課国民健康保険事業特別会計 保健衛生普及事業(施策24③再掲) (7,932,000) (5,356,038) (2,575,962) Ａ

0

合　　計 4,204,667,087 3,962,787,647 241,879,440

0

0



1

2

3

4

5

6

7

8 ○

9 ○

10 ○

11

12 ○

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ②介護保険サービスの健全化

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 Ｒ元年度 R02年度
(最終目標年度)

16.5

基本事業の目的（意図） 高齢者の自立生活を支えるためのサービスが適切に提供されています。

令和元年度における
主な事業内容（活動内容）

【介護認定審査事業】
・要介護認定申請にかかる認定調査、審査判定を行いました。要支援・要介護認定者総数は、令和元年度末で2,705人（前年度2,637
人）になりました。
【介護サービス費給付事業】
・居宅介護、介護予防、地域密着型、施設、高額介護等給付を行いました。
【介護給付費等費用適正化事業】
・11事業所に対しケアプランチェックを行い、適正化に向け指導を実施しました。
・介護サービス請求状況等の通知書5,261件を利用者に送付しました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

42.1 41.5 40.9 40.0

38.8 37.9 36.9 38.0

要支援・要介護認定者（第１号被保険者）のうち要介護
３以上の率

％ 48.4 43.3 41.2
42.7

16.0 15.5 15.0

17.9 18.1 18.5 18.9
要支援・要介護認定率 ％ 17.5 17.5 17.6

17.0

1,686,000 1,690,000 1,690,000 1,690,000

1,686,746 1,668,943 1,646,006 1,664,847

要支援・要介護認定者一人当たりのサービス給付費
（要支援・要介護認定者）

円 1,719,606 1,785,226 1,732,117
1,686,000

１次評価結果

介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定） 介護保険料賦課調査事務 1,851,000 1,479,021 371,979 -

基本事業を構成する事務事業の実績（○：総合計画の主要事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和元年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

税務課

一般会計 介護保険施設整備事業補助事業 11,354,000 11,353,985 15 - 社会福祉課

予算なし 介護保険料徴収事務 0 0 0 -

税務課

介護保険事業特別会計 介護保険料還付事務 1,620,000 358,890 1,261,110 - 税務課

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護認定審査事業 28,182,000 27,280,931 901,069 Ａ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 低所得利用者負担軽減事業 181,000 48,869 132,131 -

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険一般管理費 20,000,000 17,704,040 2,295,960 - 社会福祉課

予算なし 地域介護・福祉空間整備等事業 0 0 0 -

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費等費用適正化事業 488,000 216,496 271,504 Ａ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護相談員派遣事業 1,262,000 1,024,559 237,441 -

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護サービス費給付事業 4,523,768,000 4,503,412,285 20,355,715 Ａ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険事業計画推進事業 123,000 0 123,000 Ｂ

社会福祉課

0

予算なし サービス事業者振興事業 0 0 0 -

社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費準備基金積立金事務 40,206,000 39,471,540 734,460 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費精算事業 92,906,000 92,903,822 2,178 -

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 4,721,941,000 4,695,254,438 26,686,562

0

0
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ③国民年金制度の周知・啓発

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 Ｒ元年度 R02年度
(最終目標年度)

77.0

基本事業の目的（意図） 年金受給資格の確保により、文化的生活の経済的基盤安定を目指します。

令和元年度における
主な事業内容（活動内容）

【国民年金事務】
・第１号被保険者の資格取得・喪失の各種届出受理及び住民異動に係る年金異動処理を行いました。
・保険料免除申請の受付及び所得情報の確認等を実施するとともに、免除申請に伴う受給額減額と制度の主旨説明を行いました。
・国民年金システムの電子媒体化に係るシステム改修及び保険料免除申請書の様式変更に関するシステム適用を行いました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

78.0 79.0 80.0

77.3 79.4 81.0 82.0
国民年金現年度納付率（魚津市） ％ 71.5 78.4 75.5

76.0

１次評価結果

一般会計 国民年金事務 1,595,000 1,577,373 17,627 Ｂ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：総合計画の主要事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和元年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

0

0

市民課

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 1,595,000 1,577,373 17,627

0

0
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ④

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ④生活保護制度の適正な運営

H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 Ｒ元年度 R02年度
(最終目標年度)

0.315

基本事業の目的（意図） 生活困窮者の自立を助長し、健康で文化的な生活が保障されています。

令和元年度における
主な事業内容（活動内容）

【生活保護事業】
・困窮の程度に応じて、相談や保護決定、保護費支給、自立の助長に向けた助言指導を行いました。
　（令和元年度末の保護世帯　107件、被保護者　122人）
【自立支援プログラム策定推進事業】
・通常の就労活動が難しい被保護者に対し、社会参加目的の「ボランティア事業」と経済的自立目的の「インターンシップ事業」を社会
福祉法人に委託しました。
　（ボランティア事業　1人、インターンシップ事業　１人）
【生活困窮者自立支援事業】
・生活に困りごとを抱えた相談者を対象にした自立相談事業、就労準備支援事業、住宅確保給付金事業を東部生活自立支援セン
ターに委託しました。（相談件数　21件）

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

0.310 0.305 0.300

0.310 0.301 0.293 0.294
生活保護受給率 ％ 0.340 0.320 0.305

0.305

１次評価結果

一般会計 行旅病人等取扱事業 686,220 4,600 681,620 -

基本事業を構成する事務事業の実績（○：総合計画の主要事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和元年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

社会福祉課

一般会計 生活困窮者自立支援事業 5,889,840 4,330,669 1,559,171 Ａ 社会福祉課

一般会計 自立支援プログラム策定推進事業 1,340,000 352,000 988,000 -

社会福祉課

一般会計 生活保護事業 225,680,000 199,299,611 26,380,389 Ａ 社会福祉課

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 233,596,060 203,986,880 29,609,180

0

0



　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①医療保険制度の健全化】
◆医療保険制度では、国保財政の安定化のため、収納率95％を最終目標に自主財源の確保に努めます。（納税推進員の雇用・活用）
◆適正な医療費の執行のため、レセプト点検等の医療費適正化事業推進に努めるとともに、ジェネリック薬品の更なる使用普及を図ります。
◆年々増加傾向にある医療費の要因と思われる疾病の重症化予防を図るため、PRや電話による受診勧奨を行うとともに、対象者把握等に努め、特
定健診の受診率向上（特に40・50代）を目指します。
◆国保データベースシステムを活用し、また、H29に策定した第2期データヘルス計画に基づき、生活習慣病の重症化予防など効果的な健康づくり施
策を進めます。
◆平成30年度から県が財政運営の主体となった国保制度の円滑な事業運営に取り組みます。
◆協会けんぽとの相互連携協定に基づき、市民の健康課題の把握、医療費分析や健康づくりイベント共同開催等に連携して取り組みます。
【②介護保険サービスの健全化】
◆令和元年度実績において、近年横ばいであった重度の要介護者の割合や給付費が増加に転じました。高齢化の進行が原因の一つとも考えられま
すが、詳細に原因を分析し、介護保険事業計画に反映させるとともに、継続して給付費の適正化に取り組む必要があります。
【③国民年金制度の周知・啓発】
◆年金受給世代が増加する高齢化社会において、それを支える現役世代の納付率が低いことから、引き続き、制度の主旨を周知・啓発し安定的な
社会保障制度の確立のため、免除申請者には重点的に説明を実施します。
◆マイナンバー連携の本格的な運用と情報セキュリティ対策を年金事務所と連携して推進します。
【④生活保護制度の適正な運営】
◆医療扶助の適正化を図るため、被保護者健康管理支援事業(データに基づいた生活習慣病予防の取り組みにより医療扶助の削減を図る事業)の
実施に向けて準備を進めます。

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①医療保険制度の健全化】
◆魚津市の一人当たりの診療費は、県内15市町村では最上位で推移しており、令和元年度概算値は約420,000円となっています。（H30：404,408円、
県内５位）
◆医療費が高くなる原因の一つである糖尿病重症化への対策とする特定健診受診の受診率は、毎年徐々に改善しており、令和元年度は44.7％(県
平均43.9％)で動機付けの観点からも、更なる受診率向上に努める必要があります。
◆保険税の現年分収納率は、94.9％となり、平成30年度の94.0％より微増していますが、滞納世帯が減少していないことから、最終目標値には到達
していません。
【②介護保険サービスの健全化】
◆要支援・要介護認定者は、令和元年度末で2,705人となりました。前年から68人の増となりましたが、介護保険事業計画での推計値2,726人に対し
ては、下回っています。
◆第１号被保険者のうち認定者数の被保険者数比率は、令和２年２月月報で18.9％であり、県平均19.0％、全国平均18.8％とほぼ同じ比率となってい
ます。
◆要支援・要介護認定者（第１号被保険者）のうち要介護３以上の割合は、近年減少傾向にありましたが、令和元年度末は38.0％で前年度比1.1ポイ
ントの増加となりました。
【③国民年金制度の周知・啓発】
◆魚津市の現年度納付率は、以前より上昇しており、良い傾向にあると考えられます。（魚津市82.0％、富山県81.3％全国２位、全国平均69.3％）
◆市窓口における関係届書の受付件数は、平成30年度1,286件、令和元年度949件と年々減少しています。要因としては住所変更届や死亡届などに
よる個人番号と基礎年金番号がリンクされ、申請受付時にマイナンバーカードの利用により届出が省略されたことによるものです。
【④生活保護制度の適正な運営】
◆生活保護の世帯数等は、令和元年度末では107世帯、122人と近年は減少傾向にあります。
◆令和元年度末時点の保護率は0.294％で、近隣市町村よりは高くなっていますが、県内10市では4番目の高さです。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（令和元年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①医療保険制度の健全化】
＜医療費適正化対策事業費＞
◆レセプトの全件内容点検を実施し、疑義のあったものを再審査請求した結果、過誤精算を行い、財政効果として9,759千円削減できました。
＜趣旨普及費、保健衛生普及事業＞
◆健康保険証更新時にジェネリック医薬品の案内書と希望カードを配布し、また、ジェネリック医薬品差額通知書を年４回送付したことにより、国民健
康保険一般被保険者ベースで令和元年９月と比較して、令和２年３月のレセプトではジェネリック利用が２％増加しました。なお、利用金額ベースで
は、令和元年９月、令和２年３月は、それぞれ21.5％と20.1％の利用率でした。（令和元年度平均21.0％）また、平成28年３月より市民の30％が加入す
る協会けんぽとの共同保健事業、データ活用の連携に関する協定を締結後、各種データにおける市民の健康課題の把握、医療費分析を実施しまし
た。
＜特定健康診査等事業費＞
◆特定健診の受診率向上のため、受診期間の１か月延長（H27～）、集団検診の回数増を行い、受診しやすい環境づくりに努めました。また、未受診
者に対しては、退職保健師から電話による受診勧奨を実施し、未受診実態の把握と受診促進に努めました。
【②介護保険サービスの健全化】
＜介護サービス給付事業・介護給付費等費用適正化事業＞
◆平成28年3月から、要支援１・２の訪問介護、通所介護が総合事業に移行したことや、適正化事業の効果もあり、要支援・要介護認定者が増加した
にも関わらず、認定者一人当たりの給付費は微減で推移しました。
【③国民年金制度の周知・啓発】
◆年金事務所との連携を図りながら、資格対象者への細やかな説明に心がけました。また、市広報やHPでの周知に努めました。
◆法改正に伴う年金生活者支援給付金制度及び産前産後期間の保険料免除制度に係る受付業務や情報提供を進めました。また、年金事務所にお
けるマイナンバー連携の本格的な運用も開始しました。
【④生活保護制度の適正な運営】
＜生活保護事業＞
◆就労支援専門員を社会福祉課に配属（H25～）したことにより、ケースワーカーと一体となった就労支援が図られ、令和元年度は稼働可能者27名に
対して19名が就労しました。
◆ハローワークと連携し生活保護受給者等が就労自立できるよう支援した結果、令和元年度は１名が就労しました。
＜魚津市自立支援プログラム策定推進事業＞
◆就労体験ボランティア事業を１名に対し実施し、通常の就労活動が難しいと思われる被保護者の社会性の取得を図りました。
◆就労移行型インターンシップ事業では、令和元年度は１名に対し実施し、正規就労につながる支援をしました。
＜生活困窮者自立支援事業＞
◆生活保護を受けていない方で、生活に困窮している方を対象に支援しており、令和元年度は21名の相談を受け、うち４名が就労しました。

施 策 № 27 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

令和元年度の
評価結果（基本
事業の成果を
考慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況


